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「あやせ学びづくり運動」展開中 家庭では、生活のリズム（早寝・早起き・朝ご飯）と家庭学習の習慣をつくりましょう。地域では、子どもたちへの温かい声掛けをお願いします　問教育指導課☎70・5660
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こ
の
よ
う
な
中
に
あ
っ
て

も
、
本
市
が
将
来
に
向
け
て
持

続
可
能
な
都
市
と
な
っ
て
い
く

た
め
に
は
、
こ
れ
ま
で
以
上
に

「
活
力
と
魅
力
」
を
高
め
る
施

　

本
市
に
お
い
て
も
人
口
減
少

の
局
面
に
入
り
、
将
来
的
に
高

齢
化
率
の
上
昇
と
生
産
年
齢
人

口
の
減
少
が
続
く
こ
と
が
予
測

さ
れ
ま
す
。

し
た
。
30
年
度
は
、
市
制
施
行

40
周
年
の
記
念
の
年
で
あ
り
、

記
念
事
業
の
実
施
と
と
も
に
、

市
全
体
を
と
お
し
て
シ
テ
ィ
プ

ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
展
開
し
ま
す
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は
市
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１
２
９
億
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千
万
円
と
な
り
、
歳
入
総
額
の
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。

市
民
税
は
増
加
す
る
一
方
、
固

定
資
産
税
の
減
少
に
よ
り
市
税

総
額
が
前
年
度
比
６
千
万
円
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
で
は
、
人
件
費
が
定
年

退
職
者
の
増
や
消
防
職
員
の
定

数
増
な
ど
に
よ
り
５
億
２
千
万

円
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

道
路
や
公
園
な
ど
の
整
備
を
行

う
普
通
建
設
事
業
費
が
、
昨
年

10
月
に
開
所
し
た
保
健
福
祉
プ

ラ
ザ
の
整
備
完
了
や
下
原
橋
架

替
工
事
な
ど
の
イ
ン
タ
ー
チ
ェ

ン
ジ
関
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捗
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新
規
・
拡
充
事
業
で
は
、
外

国
籍
市
民
が
活
躍
で
き
る
環
境

の
構
築
や
外
国
人
や
女
性
な
ど

の
雇
用
体
制
整
備
に
対
す
る
企

業
へ
の
助
成
、
介
護
人
材
の
確

保
・
定
着
に
向
け
た
取
り
組
み

な
ど
に
よ
る
活
力
の
創
造
と
、

待
機
児
童
の
解
消
や
幼
児
期
教

策
が
必
要
と
な
る
こ
と
か
ら
、

引
き
続
き
、「
活
力
と
魅
力
に

満
ち
た
綾
瀬
を
つ
く
る
」
こ
と

を
念
頭
に
、「
５
つ
の
政
策
」

を
柱
と
し
て
予
算
を
編
成
し
ま

育
の
推
進
な
ど
次
世
代
の
活
力

を
担
う
子
ど
も
た
ち
へ
の
投

資
、
多
様
性
自
発
型
社
会
参
加

福
祉
社
会
の
実
現
に
重
点
を
置

い
た
予
算
と
な
り
ま
し
た
。

促
進
事
業
や
認
知
症
対
策
の
強

化
、
重
度
障
が
い
児
者
の
受
け

入
れ
先
の
確
保
と
い
っ
た
地
域

市税（市に納められる税金）
129億 4,214万円

繰越金（前年度からの繰越）
6億円

繰入金（基金からの繰入金）
5億4,969万円

その他 12億7,676万円
内訳
・寄附金 4億20万円
・諸収入 3億4,715万円
・分担金及び負担金 3億911万円
・使用料及び手数料 1億4,192万円
・財産収入 7,838万円

国庫支出金（国からの補助金など）
57億5,996万円

交付金など（国税などから市に交付されるお金）
29億1,172万円
内訳
・地方消費税交付金 14億5,400万円
・地方交付税 9億8,000万円
・地方譲与税 1億7,500万円
・地方特例交付金 8,500万円
・自動車取得税交付金 8,300万円
・その他の交付金 1億3,472万円

県支出金（県からの補助金など）
16億9,135万円

市債（市が事業を行うために行った借入）
16億4,820万円

国有提供施設等所在市町村助成交付金等
12億2,000万円

諸収入
4,018万円

扶助費（生活保護費、児童手当など）
72億1,013万円

人件費（職員の給料など）
56億1,589万円

物件費（光熱水費、消耗品費、通信運搬費など）
41億8,529万円

繰出金（特別会計予算への繰出金）
37億964万円

普通建設事業費（公共工事に係る建設費など）
31億7,259万円

補助費等（一部事務組合などに対する負担金など）
23億6,582万円

公債費（市が事業を行うために行った借入の返済）
16億9,890万円

積立金（基金への積立金）
3億3,569万円

その他 3億4,605万円
内訳
・維持補修費 2億878万円
・予備費 7,615万円
・貸付金 6,112万円
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各会計の予算規模
　一般会計と５特別会計の予算総額は477億５千万円で、前年度に比べ27億６千
万円（5.5％）減少し、そのうち一般会計は大型建設事業の進捗により、286億４
千万円で、13億６千万円（4.5％）減少しており、２年連続で予算規模が縮小し
ています。
　特別会計は５会計全体で191億１千万円、前年度に比べ6.8％減少しています。
介護保険事業や後期高齢者医療事業で増となる一方で、国民健康保険事業では、
制度改革により大幅に予算規模が縮小しています。

本文と表中に記載の数値は、表示単位未満を四捨五入しています

■各会計の予算規模

会　　計　　名 30年度 対前年度比
増減額 増減率

一　般　会　計 286億4,000万円 △13億6,000万円 △4.5％

特　

別　

会　

計

国民健康保険事業 91億9,600万円 △19億7,600万円 △17.7％

下水道事業 32億7,200万円 1億500万円 3.3％
深谷中央特定土地
区画整理事業 3億5,600万円 △8,800万円 △19.8％

介護保険事業 51億8,400万円 4億5,100万円 9.5％

後期高齢者医療事業 10億9,900万円 1億1,300万円 11.5％

計 191億700万円 △13億9,500万円 △6.8％

合　　　　計 477億4,700万円 △27億5,500万円 △5.5％

　

元
気
な
高
齢
者
が
今
ま
で
培

都
市
の
質
を
向
上
さ
せ
ま
す
。

都市づくり

綾瀬シンボルロード景観形成に向けた調査
648万円

景観計画に「綾瀬シンボルロード」と位置付け
た寺尾上土棚線沿道について、景観形成重点地
区への指定に向けた基礎調査を実施します。

産業の活性化

多様性を生かした雇用と企業経営への支援
242万円

市内で活躍する外国籍従業員の技術力向上、ネ
ットワーク構築を図るため、「ダイバーシティも
のづくり講習会」を実施します。女性や障がい
者の受け皿となる職場環境の整備が急務となっ
ていることから、職場環境整備のための工事費
などの一部も助成します。

市民ホールのリニューアル
3,527万円

市役所市民ホールを有効活用するため、同ホー
ルの展示物や展示方法を刷新し、市内のロケ地
や名産品などに関する情報発信力を強化します。
市民が学習や打ち合わせなどに利用できる多目
的コーナーなども新設します。

地域福祉社会の実現

多様性自発型社会参加促進事業の実施
256万円

昨年度に実施し
た元気高齢者の
調査において、
元気な高齢者の
特徴として、高


